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第１０期事業報告書 

自 令和４年４月１日 

至 令和５年３月31日 

 

 

１．整備助成事業 

船員の福利厚生の増進を図り、わが国海運業ならびに水産業の発展に寄与するため、

定款に基づき船員福祉に関する施設、団体に対して資金援助を行った。 

本年度は、(公社)日本海員掖済会より申請のあった長崎掖済会病院の医療機器整備

事業と(一財)日本船員厚生協会より申請のあったナビオス横浜の空調機自動制御通信

モジュール改修工事および客室ナイトパネル改修工事に対する補助金を評議員会の決

定により交付した。 

なお、交付状況の詳細については下記のとおりである。 

 

※第１０期(令和４年度)補助金の交付状況 

決定評議員会 交付対象事業名 決定交付金額 交付・事業完了日 
 

○令和４年３月10日 

第28回臨時評議員会 

（書面開催）決定 
 

(公社)日本海員掖済会 

長崎掖済会病院の 

医療機器整備事業 

3,960,000円  
令和４年６月１日交付 

令和４年12月16日完了    

 

○令和４年３月 10日 

第28回臨時評議員会 

（書面開催）決定 
 

(一財)日本船員厚生協会 

ナビオス横浜の 

整備事業 
2,350,000円 

令和４年６月１日交付 

令和４年４月22日完了 

交付額合計 6,310,000円 

 

 

２．運営助成事業 

この事業は、本財団が行っていた「宿泊優待制度」の発展的活用として、平成24年

12月１日より実施した事業で、宿泊利用助成制度審査認定委員会が認定した福利厚生

を助成することを目的としている。 

本年度における助成対象は、３団体、９施設で延べ２０，７２４件、助成金額は 

２０，７２４，０００円となった。 

 なお、各施設の月別利用実績は次表のとおりである。 
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団　　体　　名 施　設　名 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合　　計 前年度実績 増減

(一財)日本船員厚生協会 川崎海員会館 3 0 0 5 1 0 8 9 4 3 1 1 35 13 22

エスカル横浜 57 20 62 50 74 78 45 31 192 98 92 155 954 801 153

ナビオス横浜 607 796 843 910 984 666 664 543 779 569 276 303 7,940 13,318 △ 5,378

エスカル神戸 106 85 200 206 147 243 311 484 438 398 368 260 3,246 2,308 938

小計 773 901 1,105 1,171 1,206 987 1,028 1,067 1,413 1,068 737 719 12,175 16,440 △ 4,265

(一財)船員保険会 鳴子やすらぎ荘 155 155 107 88 96 52 121 179 100 175 141 171 1,540 1,400 140

サンポートみさき 49 46 164 144 21 100 54 42 31 16 26 1 694 471 223

箱根嶺南荘 29 22 11 32 41 17 18 22 10 14 16 31 263 268 △ 5

やいづマリンパレス 415 92 206 250 218 111 262 190 211 324 326 311 2,916 3,999 △ 1,083

小計 648 315 488 514 376 280 455 433 352 529 509 514 5,413 6,138 △ 725

(一財)東京船員厚生協会 東京海員会館 348 190 352 690 69 256 123 144 218 159 343 244 3,136 965 2,171

総合計 1,769 1,406 1,945 2,375 1,651 1,523 1,606 1,644 1,983 1,756 1,589 1,477 20,724 23,543 △ 2,819

前年度実績 1,796 1,357 1,419 2,730 2,196 1,700 1,975 2,304 1,730 1,761 1,359 3,216 23,543

差異(本年度－前年度) △ 27 49 526 △ 355 △ 545 △ 177 △ 369 △ 660 253 △ 5 230 △ 1,739 △ 2,819

宿泊助成制度利用実績集計表
自 令和４年４月１日　至 令和５年３月31日

 

 

３．会議関係 

（１）理事会の開催 

    ①第３４回理事会 令和４年５月９日 

・報告事項 

    報告事項第１号 第３３回理事会（書面開催）議事録確認について 

報告事項第２号 第１０期第１回職務執行状況報告について 

報告事項第３号 第２８回臨時評議員会（書面開催）の結果報告について 

  ・審議事項 

第１号議案 第９期（令和３年度）事業報告の承認について 

      第２号議案 第９期（令和３年度）決算報告の承認について 

     第３号議案 特定資産（助成事業管理積立資産）の取崩限度額の設定について 

第４号議案 第２９回定時評議員会の招集について 

②第３５回理事会 令和４年11月25日 

・報告事項 

    報告事項第 1号 第３４回理事会議事録確認について 

    報告事項第２号 第１０期第２回職務執行状況報告について 

報告事項第３号 第２９回定時評議員会の結果報告について 

報告事項第４号 第１０期（令和４年度）上半期事業報告について 

・審議事項 

    第１号議案 第３０回臨時評議員会の招集について 
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③第３６回理事会 令和５年２月24日 

・報告事項 

報告事項第１号 第３５回理事会議事録確認について 

報告事項第２号 第１０期第３回職務執行状況報告について 

報告事項第３号 第３０回臨時評議員会の結果報告について 

・審議事項 

第１号議案 （一財）日本船員厚生協会 ２施設の整備事業について 

第２号議案 （公社）日本海員掖済会 ２掖済会病院の医療機器整備事業 

について 

    第３号議案 第１１期（令和５年度）事業計画（案）について 

    第４号議案 第１１期（令和５年度）収支予算書（案）について 

第５号議案 第３１回臨時評議員会の招集について 

 

（２）評議員会の開催 

①第２９回定時評議員会 令和４年５月27日 

・報告事項 

報告事項第１号 第２８回臨時評議員会（書面開催）議事録確認について 

     報告事項第２号 第１０期第１回職務執行状況報告について 

・審議事項 

第１号議案 第９期（令和３年度）事業報告の承認について 

第２号議案 第９期（令和３年度）決算報告の承認について 

第３号議案 特定資産（助成事業管理積立資産）の取崩限度額の設定について 

第４号議案 監事１名の辞任に伴う解任および選任について 

第５号議案 評議員の任期満了に伴う交代による評議員の評議員選定委員 

      の互選について 

②第３０回臨時評議員会 令和４年12月８日 

・報告事項 

     報告事項第１号 第２９回定時評議員会議事録確認について 

     報告事項第２号 第１０期第２回職務執行状況報告について 

報告事項第３号 第１０期（令和４年度）上半期事業報告について 

 ③第３１回臨時評議員会 令和５年３月７日 

・報告事項 

    報告事項第１号 第３０回臨時評議員会議事録確認について 

報告事項第２号 第１０期第３回職務執行状況報告について 
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・審議事項 

第１号議案 （一財）日本船員厚生協会 ２施設の整備事業について 

第２号議案 （公社）日本海員掖済会 ２掖済会病院の医療機器整備事業 

について 

第３号議案 第１１期（令和５年度）事業計画（案）について 

第４号議案 第１１期（令和５年度）収支予算書（案）について 

 

４．業務監査・検査 

第９期(令和３年度)事業および決算について、令和４年４月22日に道山監事による

監査を受け、適正に処理されていることが認められた。 

 

５．拠出金の入金状況 

  本年度における月別の入金状況は下表のとおりである。 

 

  

単位＝円

月別＼部属別 外航 水産 内航 沿海 計

令和４年　４月 112,500 145,260 228,500 442,680 928,940

５月 62,800 99,640 46,100 239,380 447,920

６月 395,500 280,460 1,017,600 1,568,780 3,262,340

７月 277,900 342,580 736,300 934,780 2,291,560

８月 109,700 206,200 171,700 478,680 966,280

９月 52,400 145,700 120,600 350,420 669,120

１０月 127,900 98,380 99,600 331,100 656,980

１１月 61,400 107,220 44,200 271,200 484,020

１２月 596,700 293,940 1,296,400 1,452,400 3,639,440

令和５年　１月 277,600 357,440 1,484,400 1,601,100 3,720,540

２月 126,600 234,360 88,600 375,280 824,840

３月 50,500 183,400 249,900 710,380 1,194,180

計 2,251,500 2,494,580 5,583,900 8,756,180 19,086,160

納入員数 22,515 42,957 55,839 90,778 212,089

前年度実績 2,400,500 2,567,640 5,519,400 9,196,880 19,684,420

納入員数 24,005 34,579 55,194 92,148 205,926

△ 149,000 △ 73,060 64,500 △ 440,700 △ 598,260

△ 1,490 8,378 645 △ 1,370 6,163
当年度－前年度

　拠　出　金　明　細　

自 令和４年４月１日　至 令和５年３月31日
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６．人  事 

辞任に伴い、以下の交代があった。 

 なお、新任者の任期は前任者の残任期間となる。 

  （１）監 事   

    〇令和４年５月27日 第２９回定時評議員会で決定 

辞任 岡崎 一正   日本郵船株式会社 

      新任 樋口 久也   日本郵船株式会社 

 

以上による、令和５年３月31日現在における評議員・理事・監事の名簿は【別紙１】

のとおりである。 



                                         - 6 - 

 【別紙１】 

公益財団法人 日本船員福利厚生基金財団 

評 議 員 名 簿 

令和５年３月31日現在 

氏    名 所 属 団 体 名 

奥山
おくやま

 伊
い

織
おり

 一般社団法人 日本船主協会 

真治
しんじ

 正章
まさあき

 栗林商船 株式会社 

清原
きよはら

 敏
とし

幸
ゆき

 日本郵船 株式会社 

岩瀬
いわせ

 恵一郎
けいいちろう

  一般社団法人 日本旅客船協会 

松本
まつもと

 冬樹
ふゆき

 一般社団法人 大日本水産会 

勝田
かつた

  勉
つとむ

 一般社団法人 全国まき網漁業協会 

齋藤
さいとう

  洋
ひろし

 全日本海員組合 

及川
おいかわ

 孝
たか

敏
とし

  全日本海員組合 

 

役  員  名  簿 

令和５年３月31日現在 

役職名 氏    名 所 属 団 体 名 

代表理事 山
やま

﨑
ざき

 潤 一
じゅんいち

 東海汽船 株式会社 

理  事 越水
こしみず

  豊
ゆたか

 一般社団法人 日本船主協会 

理  事 吉田
よしだ

 光
みつ

徳
のり

 一般社団法人 日本トロール底魚協会 

理  事 田中
たなか

 伸一
しんいち

 全日本海員組合 

常務理事 鈴木
すずき

 順 三
じゅんぞう

  全日本海員組合 

理  事 阿南
あなみ

 幸
ゆき

十司
と し

 船主団体 内航労務協会 

理  事 黒瀬
くろせ

 康弘
やすひろ

 日本カーフェリー労務協会 

理  事 圡屋
つちや

  和
やわら

 日本かつお・まぐろ漁業協同組合 

 

監  事  名  簿 

令和５年３月31日現在 

役職名 氏    名 所 属 団 体 名 

監  事 樋口
ひぐち

 久也
ひさや

 日本郵船 株式会社 

監  事 道山
みちやま

 弘
ひろ

信
のぶ

  全日本海員組合 
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第１０期（令和４年度）事業報告 附属明細書 

 

第１０期（令和４年度）事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施

行規則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」

が存在しないので作成しない。 

 

令和５年５月               

公益財団法人 日本船員福利厚生基金財団 

 


